
海
上
物
流
の
基
盤
強
化
の
た
め
の
港
湾
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議

平
成
十
八
年
四
月
六
日

参
議
院
国
土
交
通
委
員
会

政
府
は
、
本
法
の
施
行
に
当
た
り
、
次
の
諸
点
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
じ
、
そ
の
運
用
に
遺
憾
な
き
を
期
す
と
と
も
に
、
適

宜
施
策
の
検
証
を
行
い
、
適
切
な
見
直
し
に
よ
り
強
化
拡
充
策
を
講
じ
る
こ
と
。

一
、
国
際
海
上
物
流
拠
点
と
し
て
、
我
が
国
港
湾
の
国
際
競
争
力
の
衰
退
を
防
止
し
、
そ
の
強
化
に
向
け
た
転
機
と
す
る
た
め
、
外

、

、

貿
埠
頭
に
つ
い
て

公
共
・
公
社
埠
頭
の
集
約
化
や
近
隣
港
湾
と
の
広
域
的
な
連
携
等
の
可
能
性
に
つ
い
て
検
討
を
進
め
る
な
ど

そ
の
管
理
・
運
営
の
効
率
化
を
図
る
こ
と
。

ま
た
、
必
要
に
応
じ
、
リ
ー
ド
タ
イ
ム
、
コ
ス
ト
削
減
状
況
等
の
実
態
調
査
を
行
い
、
公
表
す
る
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
世
界
的

水
準
で
の
良
質
か
つ
低
廉
な
サ
ー
ビ
ス
が
実
現
さ
れ
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。

二
、
水
先
人
の
確
保
に
向
け
た
資
格
要
件
の
緩
和
等
に
伴
い
、
養
成
制
度
が
極
め
て
重
要
と
な
る
こ
と
か
ら
、
実
地
訓
練
機
会
の
確

保
、
水
先
修
業
生
の
費
用
負
担
の
軽
減
等
を
含
め
効
果
的
で
十
分
な
養
成
方
策
を
検
討
す
る
と
と
も
に
、
水
先
人
引
受
け
ル
ー
ル

の
明
確
化
等
を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
ユ
ー
ザ
ー
に
対
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を
図
る
こ
と
。

三
、
独
立
行
政
法
人
鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支
援
機
構
に
つ
い
て
は
、
船
舶
勘
定
に
お
い
て
多
額
の
繰
越
欠
損
金
及
び
債
務
超

過
が
発
生
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
平
成
二
十
一
年
度
ま
で
に
財
務
状
況
の
改
善
を
図
る
こ
と
。

ま
た
、
物
流
業
務
に
お
い
て
内
航
海
運
業
が
果
た
し
て
い
る
現
状
に
か
ん
が
み
、
内
航
海
運
の
活
性
化
に
向
け
た
ビ
ジ
ョ
ン
を

早
急
に
具
体
化
す
る
こ
と
。

右
決
議
す
る
。


